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円本の経済計画と国民所得勘定(2)

τ』
口

V 中期マウロモデルと経済計画

田

(37) 37 

忠、

(1 ) すでにのべたように国民所得勘定を基礎においた計両作成方法は，所得

倍増計画において「国民所得倍増」という目標を具体化した計量的わくぐみの

作成とは結びついたが，計画の内容としての政策体系とは無縁であった。この

矛盾ほ，中期マクロモデノレと経済計画との関係において継承される。そして国

際環境と高度成長が日本資本主義にさまざまな問題をもたらし，その危機を深

めていくにしたがい，経済計画はその重点と内容を大きく変えていったが，こ

れは中期マクロモデノレの方法と経済計画の内容との矛盾を拡大させていくこと

でもあった。

中期経済計画は「高度成長に伴う問題点の発生」をいちおうの課題としてつ

くられたが rいわゆる『ひずみ』是正とは，従来の高貯蓄ー高投資一高成長

の発展ハタ-0/や，産業構造・雇用構造近代化による国際競争力強化ー輸出増

大ー経済成長とし、う経済発展のメカエスムを否定することによってなされるの

亡はなく.そのような成長力主失わないようにしながら，生産面・生活面の後

進的部門主経済・社会発展のテ γ ポに同調させ，経済・社会の円滑な近代化と

福祉国家への前進を図ることである」叫として， 所得倍増計画の継承を基本と

しつつその部分的修正をはかろうとするものさあった。そのために二つの政策

課題がかかげられた。 r第ーは，貿易の拡大，産業構造の高度化，科学技術の

振興，人的能力の向上という経済の長期的発展の原動力となり，したがって，

42) 前出『中期経済計画~1Oへージ.
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生活水準上昇の基盤を形作るような諸条件の整備である。J43)これはまさに所得

倍増計画の政策課題の直接的継承であるが，第二は「ひずみ是正Jにかかわる。

「第二は，高度成長の結果として表面化してきた経済・社会における立遅れの

聞を是正するための低生産性部門の近代化，労働力の流動化と有効活用，国民

生活の質的向上という課題である。」叫このほかにいわば別わくの形で，生産お

よび生活の基盤としての社会資本の整備と社会保障の充実，低開発地域等の開

発と過密の弊害是正の二つの課題があげられているが，これらは第二の「ひず

み是正」の政策課題に属するとみなしてきしっかえないであろう。中期経済計

四の性格から明らかなように，ここでいう「ひずみ是正」とは，高度成長の第

一段階がもたらした日本経済のゆきづまり一一~し、わゆる「転型期」一一ーを政策

的に打解し，陸路を是正していこうとするものであった。低位生産性部門の近

代化，労働力の流動化と有効活用はまさに労働力政策であり I低開発地域等

の開発と過密弊害の是正」は高度成長のための土地と水を(同時に労働力心安

〈供給させようとするものであった45)。そして産業基盤のための社会資本充実

がこれらの政策の前提をつくり出す。

一方 Iひずみ是正」は高度成長がもたらした国民生活の破壊に対する「弥

縫策」という側面もそなえている。所得倍増計画の末尾第四部は，国民生活の

将来と題されて消費水準の向上や各種消費財の消費量増大がハラ色に描かれて

いた。中期経済計画ではとくに国民生活の質的向上をうたい，そこで住宅，生

活環境(環境衛生施設，通勤通学条件，公害). 社会保障の問題をあげている。 そ

のほか，低開発地域等の開発，過密是正，社会資本整備に関しても，生活環境

の面がし、ちおうふれられている。

以上のように中期経済計画のかかげた政策課題は，所得倍増計画における政

4o) 44) 同上.12ベージ。
45) 所得倍増計画。「地埴問題lに関する問題提起を費けとめ，国士総合開発法にもとづいて昭和
37竿に策定されたのがく旧〉全国総合開発計画であった。そこで提示された「拠点開発主義」のゆ
きづまりを背景に，中期経済計画における地壇問題提U起を受けて紫定にとりかかったのが新生国
総合開発計画である。その意味で中期経済計画りこの部分は重要な意味をもっている o (経済企
画庁総合開発局編『新全国総合開発計画関部資料由経済企画協会，昭和43年，ロ 31へ ジ書照。)
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策体系の直接的継承，高度成長のゆきづまり・陸路の打破，両度成長による国

民生活破壊の弥縫の三種に分けられるが，中期マクロセデノレはそれぞれに対し

てどういう役割をはたしえたか。

それはまず r経済計画史上，まさに画期的な」劃量経済学的手法を用いた

国民所得各局面の予測，というデコレーシ五ンによって例のアナウ Yスメ Y I 

イフェクトを幾層倍かに輸をかけてはたすはずであった。主ころが皮肉なζと

に，巾期経済計画はズタートするやいなや40年不況にまともにぶつかり，この

役割をまったくはたすことな〈わずか1年でお蔵入りになってしまったのであ

る。したがって，いわばめのこでつくられた所得倍増計画の「目標年次におけ

る経済規模と構造」に対L-，計量経済学的手法による「科学性」を誇りえた

はずの中期経済計画の T経済発展の展望J (目標年次における国民所得勘定の各局

面〕は話題にされるひまもなかったが，経済計画作成における中期マグロモデ

ノレの第ーの役割は ζ こにあったはずである。

ところでこの役割が計画の目標ないしわくぐみの作成との関連におけるもの

だとすれば，その目標と内容的手段との関係における役割はどうか。これに関

して，中期経済計画では両者が政策変数をてことした亡ンミ z レーションによっ

て結びつけられ，計画作成法がはじめて科学的になったといわれる。そしてそ

のシミュレーションのポイントが乗数効果にあった乙いう点 C，中期，]-<クロモ

デノレの有効需要型としての性格が生かされたともいわれる。しかしそのシミュ

レ--;/ョンは， 国民所得勘定にあらわれる政策変数(および一部の内生変数〕に

限定し，それと目標内生変数との聞の量的関連を回帰関係を妹介にしてみよう

とするものである。したがって，所得倍増計画からの継承課題のうちでも，産

業構造高度イじ科学技術の振興，人的能力の向上等は，国民所得勘定のなかに

それをあらわす量的指擦を見出しえず，それゆえに中期マクロモデルのシミュ

レーシ宝ンからはみ出てしまう。 rひずみ是正」のうち成長能力の再建整備に

関する課題，すなわち低生産性部門の近代化，労働カの流動化と有効活用，社

会資本〔生産基盤〕の充実，低開発地域等の開発等はまさに生産力構造にかかわ
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るものであるが，素材的循環と生産供給面の分析を欠〈乙のモデノレのシミュ ν

ーションの射程からは完全にドロップしてしまれまた所得倍増計画に示され

たような消費水準や物的消費量の上昇ならば，巾期マグロモデルからえられる

消費支出に同帰させて求めるととも可能であろうが，高度成長によって破壊さ

れた国民牛活の弥縫策一一具体的には住宅，生活環境，社会保障等があげられ

亡いる に関していえば，乙れも中期マクロモテノレの射程からはみ出る。国

民生活の具体的内容に関連するからである。

こうして「財政金融政策による有効需要の調整を目的とした需要サイド中心

のモデノレ」である中期マクロモデノレは，高度成長をおしすすめるという範囲内

でも(所得倍増計画と同じ形で〉物的生産力に関する政策の具体的肉づけ能力を

欠いていたが，高度成長の「ひずみ是正」という昌的が附加され，さらに国民

第 2表経済社会発展計画の計画目標

'.物 価 安 定

2 経済効率化 (1) 産業り効率的構造への再編

(副金融体制。整備と資本市場町育成

大 (3) 労働力の流動化と活用

重
(4) 土地目有効利用

，~← ， 
3 社会開発の推進

(5) 行政の効率化

(1) 交通通信施設を中心とした都市・農村づくり

政 (2) 住宅生活環境施設の整備

策 〔酎健全な家庭生活形成と消費生活近代化のため

の施設整備

(4) 社会保障り充実

発
4 経済成長要因の培養 (1) 自主技術開発力の強化

(2) 人的能力の向上
展

(3) エネルギーの低廉・安定供給の確保
基

盤
(的貿易白振興と国際収支目安定

(同経済協力の推進
ι〉
5.社会資本整備 (1) 住宅環境施設の総合的整備

整

備
(司合理的な突通通信休系の整備

(3) 農業関係社会資本り整備

(注〕 経済企画庁編『経済社会発展計画18-16へ え
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生活の質的向上という問題をかかえ込んだとき，計画作成方法と計画内容との

矛盾はより拡大された， といえる。

(2) 中期経済言|画の検討の結果三種の政策課題を見出したが， これはつづ〈

荏済社会発展計画でも基本的には踏襲されている<6，。しかし， 戦後最大といわ

れた40年不況をうけてつくられた経済社会発展計画では， (イ)所得倍増計画流の

高度成長促進策と「ひずみ是正」としての成長基盤培養策とが接近してきたこ

と， (1ロ1)Iひずみ是jfJに関連する課題として物価問題が主要な柱に昇格し亡き

たこと，付生活・環境問題が社会開発として総括され，同じく主要な柱になっ

たこと等の特徴をもっている(第2表参照〉。中期マグロモデノレのマイナ一千ヱ

ンジにすぎない新中期マクロモデルでは， ζれらの政策課題に対するγ ミュレ

ーγ ョ γがほとんど不可能であることは明らかである。また，昭和40年不況を

まったく予測しえなかったことはそのアナウンスメ γ トイフェクトの役割を色

あせさせてしまったが， その結果， 中期経済計画で重要な位置を占めていた

「経済発展の展望J も経済社会発展計画では「均僚がとれ安定した成長の維

持」という章の一部としてウェイトを下げて扱われている。

こうして経済計画における計量経済モデノレの位置づけに関しで深刻な混乱が

生じた。たとえばこの計画のl目製解説書である『経済社会発展計画の解説』は

冒頭に新計画の 6つの特色をあげているが， そのーつに「政策中心の経済計

画」をかかげて次のようにのべている。 I新しい経済計画の特色 ーは，政策

中心を強くうたい，数字にこだわらないというよとである。J'わく傍点引用者〉別

の個所ではこうものべている。 I~経済社会発展計画」では. ~所得倍増計画』

や『中期経済計画』がどちらかといえばと数字とが議論の中心であったのと異

なり，政策が計岡の重点となっている。J413}これは， I~中期計画』ではモデルか

らはじき出された数値自体をそのまま計画の目標と νた傾向がないではなかっ

46) 経済企画庁編『経済社会発展計画~ (昭和42年，大蔵省印刷局〉参照.
47) 鹿野義夫編『経済社会発展計画の解説， (昭和42年，日本経清新聞社)25ベ ジ巴
48) 同上， 131ベシ，
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たJ49lという反省にもとづいτいる。表現の歯切れは悪いが， わが国はじめて

の計量経済モデルによる経済計画がもろくも崩れたショックの大きさがうかが

われる O

その結果今回の計陣iでは計画lの数値の解釈について，まず明示」するこ

とからはじめた引という。 といっても目新しいもり Cはない。(イ)r政府の責

任をもって行なうものであり， 単なる予測値ではないJ51)政府投資や租税負担

率等， (吋「あ〈までも計量経済学的手法を使って算出された結果であり，子測

的色彩の濃い」町民開設備投資中消費支出等， 付財政金融政策を通じてコ

γ トロールすべきこの計画D戦略目標であり，計画の基本的な姿としての経済

成長率，同際収支，消費者物価等の三種の数字を区別するのである。結局，後

の二種の数字は誤差が大きし、から信用きれては困る，ということ青強調せんが

ためのようである。 rとくに，今回注意していただきたいことは，経済の成長

率として. 8%程度を望ましいと考えているが， 数表で示された8.2%という

のはあまり意味のない数値だということである。 ・・・46年の40兆2'f;億円の国

民総生産というものを決定したのであって，成長率8.2%を決めたのではない。

また40兆2千億円という数値も，かなりの幅をもって解釈されるべきであ

る。 J53) 要するに r~経済社会発展計画」では， モデノレから算出された数値の固

定化を避けるため，モデノレを利用しても数値の発表は原則として政策体系を端

的に表現できるもののみにとどめ，しかもかなりの幅をもって解釈されるべき

ものとしている。」叫 5年後の日本経済のヴィジョンも rこと数値については

経済審議会の意図をじゅうぶん理解し，二一うゐ;十五として考えるようにお願

いしたい」 というわけである〈傍点引用者〕問。「経済計画史上， まさに画期的

なもの」と誇示した『中期経済計画の解説』と比較さるべきであろう。

こう Lてその予測能力の悪さから r一つのメヤスとして」の計画のプレー

49) 向上.139ベージ。
50) 51) 52) いずれも引用は向上， 25ページ.
53) 向上， 26ヘジ。
54) 55) 向上， 140へージa
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ムを与えるものという形で，新中期マクロモデノレの役割は押し下げられたo そ

して最初からこのフレームとは無縁な形で政策体系は計画に盛り込まれること

になったロこれは，経済社会発展計画において所得倍増計画以来の経済計画作

成方法にはらまれていた矛盾がよりあらわになったにすぎないが，中期経済計

画ではあたかも両者が計量経済学的手法によって統合されるような主張がなさ

れていたのである。

(3) 次に新経済社会発展計画の計画目擦を第3表に不した冊。第 2表におけ

第3表新経済社会発展計画の計画目標

課ー 題

(1) 物価の安定

(II)国際的視野に立つ
経済の効率化

(III)社会開発。推進

(IV)適正な経済成長白
維持と発展基盤の
培養

政 策 目

ω物価の安定
ω新しい対外経済政策の展開
1.貿易・資本自由化の積極的推進

Z 経済協力D拡充・強化

3.対外経済政策の総合的展開

ω 産業構造り革新
L 産業の効率化
2 高生産性農業り実現

標

3 中小企業り革新と流通部門の総合的効率化

4 労働力の有効活用

ω想定量村で自望ましい生活環境をそなえた地域社

ω 住宅，生活環境の整備と土地対策D推進
但) 公害対策の強化

(司 国民生活における安定確保と消費者行政の推進

(同社会保障り充実

(1) 社会資本町重点的整畑と効率化

倒産業主地の円滑化

(司エネルギーと基礎資源の確保

(叫情報化の促進

例技術開発の推進

(6) 教育と人的能力の向上

(注)経背企画庁縞『新経済社会尭展計画Jl12-18ペ ジ。

56) 経済企画庁編『新経済社会発展計画.(昭和45年，大蔵省印刷局〉書照.
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るそれと比較すれば，経済社会発展計自の計画目標と基本的には変わっていな

いよとを知りうる。しかし，アメリカのドノレ危機・ベトナム戦争という国際的

危幾のなかで迎えた70年代のはじめにつくられたこの計画は，羅列された計画

目標という現象面におL、てもいくつかり新しい特徴を示している。たとえば，

(イ)改めて「対米協力」を計画の主要な柱としてうたいあげねばならなかコたこ

主， (同高度成長による国民生活の破壊のなかで i社会開発」の内容をより多

様化して列挙せねばならなかったこと，付成長基盤培養策のなかでは，エネノレ

ギー問題，産業立地(土地と水)，労働力政策等がいよいよ正面にクロースアッ

プされてきたこと等をあげることができるが， これらの要因の導入と強調は，

経済計画の内容を改訂中期マクロモデノレのV ミュレーシ三 γの射程からいよい

よ遠ざけるものであった。この点は新経済社会発展計画の作成過程に如実にみ

ることができるo その経過を少Lみてみよう町。

すでに昭和44年4月から経済社会発展計画の「補正」に入っていた経済審議

会総合部会は，同年9月佐藤首相から新経済計画作成の正式諮問を受けて新計

画作成の本格作業に入った。乙の時点で新中期マクロモテノレの改訂も並行して

行なわれたようであるがただ，今回の作業は，基礎データの利用時期や新

経済社会発展計画作業との関連からきわめて短時日で行なわざるを得なかった

ため， そデノレの改訂は部分的な修正にとどめている」町という。 その改訂中期

マクロぞプノレによるシミュレーγ 豆ン結果が経済審議会の企画委員会で審議さ

れるのは， 44年12月から翌年1月はじめにかけてであるが，と ζろがこれとは

別個に新経済計画の内容的検討がすすめられ 1月 8日には新計画の構成と主

要内容に関する企画委員会一次案が総合部会懇談会で了承されるのであるo こ

れはのちにiF式決定きれたものとほとんど同じ章別編成をもち，したがって課

題と政策目標(=政策体系〉もまったく同じである。同日の会議にシミュレーシ

57) 以下0新経済社会発展計画の作成経過は，経済企画庁総合計画局編「新経済社会発展計画の全
親~ (昭和45年，経胃企画協会〉による。

58) 前出「計量委員会第 3 次報告~ 1ベ ジ.
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事ン結果として7つのケース(成長パタ ン〉が提出されるが iこれは42年度

までのデ タにもとづく旧モデノレによるものであり，計画フレームの原案とな

るものではなかったが，経済成長と物価との関係や輸入政策の効果等について

重要な示唆を含むものであった」という問。すなわち，シミュレージョ Yによ

る成長バターYの選択に先立って，主要な政策体系は決定されたのである。そ

の過程で計量経済モデノレがとにか< i参考Jにされたのは，上記引用にみられ

るようにいくつかのトレードオフ関係についてであった。これは注目すべき事

実巴ある。

乙のあと先に決められた大わくにしたがって，各分科会で肉づけ作業が"

められた。 ζの間改訂中期マクロそデノレのシミュレーショ Y も〈り返されたよ

うであるが(シミュレ ショシの回数は274固におよんだという)， それがこの肉づ

け作業にどう結びついたかはふれられていない。しかL，政策課題が細か〈具

休的になればなるほどジミ 1 レーシ司ンの時外になるのであるから，両若の関

連はほとんどなかったとみるべきであろう。そして3月12日の総合部会懇談会

で最終的に提出された 10.4%から 10.8%までの4つの成長パタ{ンが審議され，

10.6%の成長が「おおむね妥当」ということで採択された。 己のあと細部を整

理されたフレームが3月23日の総合部会で正式に決定され，それが「経済社会

発展の姿」としてまとめられるのである。ではよの成長バターンはどのように

選択されたのであろうか。 iこれらのなかからフレームが最終的に選択された

のは，最終目標年次の消費者物価上昇率を 3%台にするという物価安定の見地

のほか，対外均衡，公私両部門のハラ γスなどが総合的に判断され，総じて適

正な成長バターンと考えられたからである」耐といわれるが， 10%台の 4つを

まず選んだ過程も考慮に入れるならば，実質的には成長率に対する政治的判断

にもとづいていたとみるべきであろう。もっといえばYナウ γスメントイアエ

クトに対する政治的配慮である。

59) 前出『新経済社会発展計画の全貌~ 37ベージ.
削〉前出『新撞済社会発展計画j]128-、-;/0 
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ζ うして新経済社会発展計画は4月 9日の経済審議会で主式に決定され，即

日佐藤首相に答申された。閣議でE式に決められたのは5月 1日である。

以上の計画作成の経過は，計量経済モデノレによるシミュレ ショ γとは別に，

むしろ先だって計画りわくくみ(成長ハターン〉と内容(政策課題〕がつ〈られ，

、/ミュレーシ.;/はそれの形式的量的関係におけるi上つまを合わすのみであっ

たことを示している。そしてそのわくぐみに関しても， この経済計画以降，

「経済社会発展の姿」が末尾第3部に独立して，ただし計西の内容からも独立

した「参考附表」的なものとして祭りあげられるようにな η てしま η た。作成

の経過をみればこれもじゅうぶんうなづかれる ζ とである。

(4) 昭和48年 2月に策定された経済社会基本計画は I国民福祉の充実と国

際協調の推進の同時達成をはかり，活力ある福祉社会を実現する」という長期

目標のもとで. (1)豊かな環境の創造. (司ゆとりのある安定した生活の確保，約

物価の安定，約国際協調の推進の4つを課題としてかかげた60。これを表面的

にみるかぎり，成長基盤培養が脱落している。昭和45年以降，国際的な政治的

経済的危機，園内酌なインフレと公害によって高度成長がゆきづまり，またイ

デオロギーとしてのGNP主義に対する国民の不満が激化するなかで，経済成

長優先が後退し環境問題，社会福祉，物価問題が正面に押し出されたようにみ

える。その結果として，第3部の「経済社会発展の姿」がいよいよ全体から浮

きあ古2ってしまったようにみえる。

しかしこの経済計幽がけっして高度成長を断念したものではない，それどこ

ろか新しい次元から成長基盤の再建をはかろうとしている ζ とは，政策体系の

内容を少し具体的にみれば明らかであるo 計画目標の第 1は豊かな環境の

創造」というあたかも生活環境の整備改善のようなタイトノレをもヮているが，

その政策体系と内容の一部を第4表に示した。とくに政策体系の第 1 I国土空

間の再構成」のなかに「豊かな環境」の本質をみることができるであろう。そ

れは高度成長のもたらした結果である「過密と公害」を高度成長ゆ雪づまりの

61) 前出『睦商社会基本計両， 16へ ジ毒照e



経済社会基本計 idlIの目標

I i①新幹線1.9回一一成田・上越〕

g喜重量聖書量溜2キロ
④新東京国際空港り整備促進，関耐国際空港
の着手

東北・

例)(事
A 

廿内

回
一
封
。
開
曜
時
国
何
回
周
期
帯
型
」
尚
(
凶
)

一国士総合開発庁の新設

①大気汚染，硫黄目立化物を，昭和52年度を目途
に人の怯康に影響の生じない水準に現行現
境基準を強化。三大湾地域では排出量を45
年度に比し半減させるリ
①水質汚潤，昭和60年には健
影響のなし状態り回復を目
に現行環境基準ないしその
三大都市地域では昭和52年
り B旧D 排:t負荷量を半減ゅ
①都市公閣 1人当たり 4.7m程度，下水道総
人口普及率42%
④し尿衛生処理率 100% (計画処理区戚5日年
度)，可燃性ゴミ焼却処理率100%(向上， 55 
年度〕。

豊かな環境町創造G国士輔の再構成
(1)全国幹線交通通信ネットワ クり整備

但)産業人口の大都市集中抑制

(3)工業再配置，大壁・研究日所の分散的配置

(4)地方都市の整備

(的農山漁村地域の開発整備

(6)大都市圏の整備

(司国土総合開発推進体制白整備

え土地政策

(1)国土総合利用計画の策定と土地利用の調整

(2)土地税制の改善

(3)東京，大阪等をヰ"むとする大都F地岐にお
ける宅地開発のW;!li
(司そり他

3 端境保全

(叫望ましい環境水準り達成

(副同上の具体策

4 社会資木の充実

(1)基本的方策 公共投資の重視

(回公共投資の重点生活環境，交通通信，国
土保全，農林漁業

(副社会資本整備の効率化

第 4表

系休策政標目画

1 

(
品
、
吋
)
品
、
吋4つの計画目棋のうち第1のみである。経済企画庁編『経済社会革本計画凶 29-51へージ。〔注〉
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基本的要因とみなし，ひたすら土地と水，労働力を求めてこの国土を「開発J

しつくそうとする構想によって貫かれている。そして，その中軸に国土総合開

発庁の新設と国士総合杭用計画の策定がおかれているのである。さらに，環境

保全，住宅もふくめた公共投資に，国際的国内的危機のなかで自律性を失なっ

てしまった民間設備投資に代わる成長起動力としての役割が与えられている。

さらに注意せねばならぬことは，これらの政策体系において「昭和52年度の

整備同標」がきわめて具体的な同様象企として与えられていることである。そ

れは i国土空間の詞構成」とくにその筆頭課題「全国交通通信ネザトワーク

の整備」の内容において典型拘にみる乙とができる問。 ζれ以外でも，環境水

準社会保障・住宅建設・宅地開発等の目標設定から教育施設の整備における

一県ー医大構想に至るまで，すべての政策で目標が具体的数値的に与えられて

いるのである。 ζれは経済社会基本計画の顕著な特徴である。

以上の事実はてつの恒題を投げかけている。第ーは，新経済社会発展計画以

来結びつきを深めていたがじ全総と経済計画が.経済社会基本計画において表裏

一体化したとし、うことである。これは，新全総が~中枢管理機能の集積と物

的流通の機構とを体系化するための全国的ネットワーク」を基礎条件として国

土利用計画をたて， 37万平方キロの国土をすみずみまで開発していこうとして

いる乙とと比較すれば明らかである問。平面的な国土利用計画であるから，机

上の「線引き」と「算術」とで計画が具体化される。また法令を整備すること

により，それを行政的=経済外的に強制しうる。このような新全総の特質と結

びついて，経済社会基本計直の目標は具体化されたのだ，とみるべきであろう。

第二の問題は，生産力基盤としての国土手旧に計画の中心がおかれたことは，

中期マグロモデノレの破産を決定的にしたことである。すでにのべたように，中

62) 同上16-18ページにかけて，計画期間中における目標水準およE整備水準とLて，環境涼生(大
気汚染，北宮司埼)，生活理境施設(都市公固い下水道，廃棄物処理L全国交通通信ネットワー
グ(新幹線，高速道路，電話)，農林業環境(農用地，保安林)，社会保障(振替所得対国民所得
比ネ，年金，社会福祉施設〉住宅雇用車境(週休 28枇定年延長L教育 スポーソゆ育
施設，コミュニティー スポーツ〉の目標数値がわざわざ総括的に示されている。
63) 経済企画庁編'Wi庄園粍古開括計画"(昭和44"1'，大蔵省印刷局)11ペ一九
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期マクロモデルー1973ではじめて導入きれた生産プロック一一それはただ一本

の生産関数からなったーーは，この計画の内容の具体化とは無縁であった。ま

して上にみた数値的な国土利用計画に対してはまったく無力である。それは，

国土に対する「線引き」と物的な生産・流通・消費に関する「算術」とによっ

て行なわれたのである。ここに至って，中期経済計画以来の中期マクロモデノ1_

による計画作成と経済計画の政策内容との矛盾は決定的になった。代わって新

たにあらわれたのが， コスニモ・手デノレ〈総合ジステムモデル， CompぼehensiveSys-

tem Modelの略称〉であった。

(5) 新経済社会発展計画以来「経済社会発展の姿」の末尾に「届民生活の将

来」が示されるようになったが，そのなかに第5表のような国民生活関連指標

が出てくる。 そして各指標の目標年度の値が「各種の想定による一応の試算

値」として示されて

いるが，改訂中期マ

グロモデノレないし中

期マグロモデル

1973のシミ z レ一、ン

ョ Yからえられたの

は所得・私的消費の

欄だけであり，その

他の指標は「算術

fr" Jな推定にもとづ
し、てし、式己。 とζ ろ古ミ

経済社会基本計画か

らは，社会環境の指

標としての硫黄酸化

物排出量と BOD排

出負荷量がコスモ・

第5表国民生活関連指標

新経済社会発展計画 経済社会基本計画

社 65歳以上人口比率 都市人口比率

会
世帯人員数(普通世帯) 総世帯数

環
人口都市集中率 環境水準

硫黄酸化物排出量*
境 BOD排出負荷量*

所得
1人当たり可処分所得 1人当たり可処分所得
1人当たり消費水準 1人当たり消費支出
個人貯蓄率 消費支出の構成

消費支出白構成比 飲食費 (%) 

車 飲食費く%) 雑費(%)

雑費(%)

1十関 下水道普及率 下水道普及率

会連 し尿衛生処理率 し尿衛生処理率

的 ごみ衛生処理率 ごみ焼却処理率
消施 1人当たり都市公園面積 1人当たり都市公園面積
費設
加入電話普及率 加入電話普及率

(注〕 キ印がコスそ・モデルによる推計o~(j出『新経済社会発展計画~，
『経済社会基本計画』による.
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モデノレで推定されて示されるようになった。また経済社会基本計画の参考資料

には，昭和65年の国民総生産，粗鋼生産量，エネルギー消費量， 環境汚染〔硫

黄酸化物排出量， BOD排出負荷量〉等が，趨勢延長型，政策急転換型，選択可能

なハランλ型のケーλ におけるコスモ・モデルの推定値として示されている6ぺ

コスモ・モテノレの全貌はまだ公表されてし、ないので，一連の中期 Jクロモデ

ノLとの対比，経済社会基本計画作成との関連についての詳細な検討は後日に延

ばさざるをえないが，このよそデルのあらまLは次のようである。まずコ y、モ・

モデノレは14部門からな毛産業別需給調整メカニズムを内包した動学的多部門成

長そデノレであるが. そのフローチャートの糠要は第7図のようにあらわ手れ

る町。そして短期的景気変動を説明したり，単純な予測を目的としたモデ

ルではな<，げ)公害の防除， (ロ)社会資本の拡充，付住宅の改善， (斗社会保障の

充実，制労働時間の短縮，付国際収支の均衡等をめざLた政策運営が長期的経

済構造にどのような影響を与えるかを展望するとともに，経済社会の姿を整合

的に把握することを意図した計画用長期計量モデルである]とされ号刷。また

その特色として第一に「産業別の需要構造と供給構造を整合的に分析できるよ

う構築されている ζ とJ. 第二に「公害関連の変量を明示的に導入し， 公害防

除活動と経済活動全体の相主作用を把握できる仕組みになっていることJ， 第

三に「社会資本ストックの需要・供給の両面に対する直接的，間接的効果をと

らえることが日l能となるように工夫されていることJ， 第四に「上述の各種政

策運営〈上記ωから(サり政策運営，ヲl用者〕が消費，投資E 輸出入等の長期的動向
に与える影響を分析で吉るよう組立てられてU、ること」があげられているe町7η〉

以上に示した簡単な特徴からも明らかなように， コスモーモデルは， 9:1期経

済計画以降の経済計画の変質に対してまったく無力化した一連の中期マクロモ

日〉前山『経世社会基本引画Jl114へ一三人 151-57ベ ク。
65)木村哲雄「コスモ モデルの概要J(W転機の日本経済と新経済計画 経済セミナー臨時増刊
，.昭和4"年3月，所JC()，経済企画庁総合計画局 WPROJECTCOSMO(案) 第次総
合γステムモデル報告一一』昭和48年11月，等参照2

66) 67) 前出『経済相会基本計画Jl151ベ ジo tJ:.お前出 WPROJECTCOSMO (案)j1-2べー
ジ毒岡山
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経済企画庁総合計画局 fPROJECTCOSMO (案) 第抗総合システムモデル報告 ~ (昭和4同三11月) 3ヘージより。〈注〕
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テノじを棚あげし，事態の変化を後追いしたモデノレをつくりあげようとしたもの

である。 ところがこのそデノレが実際に稼動されるやいなや， 経済社会基本計

画 新全総り強行による土地投機を契機として悪性イ Y フレが激化し，つづい

て国際的な石油危機を契機と Lた「狂乱物価」が日本経済を襲った。 1長期り

計画に有効性を発揮するよう，将来下想されるU、ろいろな構造変化にも耐え得

るように構築されている」耐と自任するこのモデルが， 予測能力においても v

ミョレ-V"， Y機能においてもまった〈無力化したことは明らかであり， もし

延命させようとするならば新たにこれらの要肉を後追い的に〈み込んでいかね

ばならないであろう問。乙の事態は，中期マクロモデノレが辿って者た経過とあ

まりにも似ているのである。

VI 結 び一一計量経済学的方法と経済計画一一

言十量経済モデルなし、しその方法に関しては，すでに多くの人によって批判が

加えられている。筆者もかつて，計量経済学の方法が強要する仮定の非現実性

と，その仮定がひき起こす論理的現実的矛盾を指摘した町。また，計量経済モ

デノレをもとにつくられたわが国の経済計画か現実の変化にまったくたええなか

ったことをもとに，計量経済そデノレの予測能力について批判を加えた町。しか

し，予測能カやシミュレ シ軍 Y機能においてのみ，計量経涜学的万法の|非

科学性Jや「欺時性」を批判するのでは，それを本質的に批判したということ

はできない。かりにそれがきわめて劣悪な方法だとしても，問題の本質は，国

家独占資本主義の基本的政策体系である「経済計画」においてそれが利用され

ている， というところにあるからであるU

68) 前出 ~PROJECT COSMO (案)j2ベジ。
69) 昭和50年に入って経演企画庁は昭和51年度を初年度とする新経済5ヶ年計画。策定に本格着手
Lたが，新聞報道によれば，そこでは石油供給とその価格を基本要因とする潜在成長力の判断が
一つりポイソトになっているという(たとえば『日本経済新聞」昭和50年3月27日〉。 しかし，
ζの問題は，第7図が示Fように， 日 λそ田モテワレ〈第一次〉田園内生産力の規定要因からはも
れている。
刊〕 吉出血『経済と経首における統計的方法の基礎1(昭和45年，日本評論社)236-52ベージ。
71) 前出拙稿「日本の経済計画と計量経済モデル」参照し
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この点に関して筆者はかつて次のようにのベた町。国独資の基本的政策体系

としての経済計画は，国家による独占資本の利潤追求と資本蓄積の条件づくり

を客観的法則にLたがうようなみせかけのもとで青写真にしたものである。し

かし，その条件は個々の計画や政策で具体化されているのであるから，総合的

な経済計画はこれらを全体的に調整L.必要に応じて強化する役割を4立たすも

のである。 さらに加えて， 個々の露骨な政策をカムフラージュし国民全体の

「精神的動員」を狙う役割もはたしている。 4の調整機能と宣伝効果からいっ

C，一見客観的法則にしたがし、全体を「科学的」に調整してL、るようなみせか

けがいよいよ必要になる。そ ζで，客観的科学的予測を標拐しながら経済は政

策変数の操作次第で望む方向に運転できるのだ主いっている計量経済学が，こ

の巨的にうってつけとなり利用されるのである。したがって，独占資本やその

グノレ プの代表としての「財界人」は，計量経済モデルの予測能力やシミュレ

ーション機能に宣伝効果以上の利用価値は認めていないし，また信頼もおいて

いない。

しかLこの見解に対しては次のような問題点が指摘されうるのではないだろ

うか。(イ)まずこのような経済計画観では，たんなる調整やカムフラージュをこ

えた，国家による独占の利潤追求や資本蓄積のための長期的体系的な条件づく

り， とL、う経済計画の本質を見落とすおそれがあること。(吋上記のような経済

計画の本質的役割に対して計量経済学的方法のはたす機能がじゅうぶんとらえ

られていないこと。付経済計画の作成方法における計量窪済モデノレとその他の

統計方法との関連が不明確であること。付最後に計量経済学的方法が方法論的

にきわめて欠陥の多いものであればあるほど，経済計画の本質との矛盾が拡大

されていくであろうが，それは同時に新たな粉飾のもとでの「改訂版」を必要

とする。;:..(})過程の究明が不じゅうぶんである。

本稿は，経済計画の作成方法とその内容としての政策体系との関連を歴史的

に分析することにより，上記の問題に迫ろうとした。経済白立5ヶ年計画のコ

7Z)同上.285-6ベジ。
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ノレム方式以降，経済計画の作成方法と国民所得勘定との結びつきがすすめられ

るが，所得倍増計画をへて中期経済計画の中期マクロモデルに至って両者の結

合は完成する。しかし国民所得勘定を基礎とする計画作成方法は，計画の形式

的わくぐみにかかわっており，計画の内容としての政策体系はそれとは関係な

く与えられるという二元論的構造がそこにあらわれた。ただ形式的わくぐみの

策定に関するもの Cあっても，経済計画が強蓄積だけを中心的課題においてい

るかぎり， ~I 量的な計画作成方法もアナウンスメントイフヱクトという形で

定の役割をはたしうる。その例が国民所得倍増計画であった。(そこでの計画作

成方法は， まだ計量経済学的方法ではなかったが。〕しかし国際情勢の変化と強蓄積

が日本資本主義にさまざまな問題をもたらしその危機を深めるにしたがい，経

済計画はその重点、世変えていったが，これは経済計画の政策体系と形式的わく

ぐみとの矛盾を拡大させることでもあったのそして昭和48年の経済社会基本計

画の策定と破綻において ζの矛盾はいかんともしがたいものとなった。代わっ

てこの経済計画の策定の一部を補完したのがコスモ・モデルであった。

以上の分析は，資料の不足もあってきわめて不じゅうぶんなものとなってい

る。経済計画の策定と運営に関するより実証的な分析の積み重ねによって，国

民所得勘定や計量経済学的方法が現実においてはたしている役割はより明確に

なってい〈であろう。


